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1. はじめに 

高温超電導 (HTS) ケーブルシステムには、送電方法

の交流・直流を問わず、安全・高効率で動作可能な断熱

配管と、液体窒素 (LN2) 循環式冷却機構が必須である。 

株式会社ジェック東理社は、同社コア技術の真空断熱

技術をもとに、過冷却液体窒素循環システム、極低温用

理化学機器を含めた低温断熱小型容器や、真空断熱二

重配管等の設計・製作及び販売を行っている。 

北海道石狩市で行われている高温超電導直流送電シ

ステムの実証研究 (以下石狩 PJ) においては、経済産業

省委託事業コンソーシアム (千代田化工建設、住友電気

工業、中部大学、さくらインターネット)である石狩超電導・

直流送電システム技術研究組合 (以下技術組合) の指

揮のもと、超電導ケーブル長 500 m の回線 1 及び、超電

導ケーブル長 1000 m の回線 2 の冷却システムの設計製

作に携わってきた。 

本稿では、石狩 PJ にて設計製作を行った LN2 循環冷

却システム中の技術の一部について紹介する。 

 

2. 設計方針 

本 LN2 循環冷却システムの設計に適用する法規には、

従来、循環型冷却システム設置の際に適用される「高圧ガ

ス保安法」の「冷凍保安規則」規格に従う設計となるよう、

技術組合より指針が出された。さらに、HTS ケーブルの地

下埋設工事を行うことから、「電気事業法」の規格にも従う

取り扱いで進める指針が出された１）。 

冷却効率の向上に関しては、①低熱侵入、かつ ②低

圧力損失特性が期待される「直管タイプ断熱管の長尺特

性を実証することの指針」が出された。 

 

 

 

また、長尺ケーブル線路で必須となる「大容量冷凍機を

ケーブル冷却システムに使用し、長距離冷却が可能なこと

を実証することの指針」も出されたことから、各指針に従う

方針で、設計製作を行った。 

 

3. LN2循環冷却システム全体仕様 

本システムに用いている LN2 循環冷却システムは、冷

凍機、循環ポンプ、流量計、リザーバー容器と、それらを

断熱配管で接続した 1つのユニットである。石狩 PJにおけ

る冷却システムの基本仕様とフロー図を図 1 に示す。 

 

 

図 1 石狩回線の基本仕様とフロー図 

ユニットは、冷却システム内部に含ませる熱負荷のボリ

ュームを算出した上で、これに合わせた設計を行い、要求

仕様に対応している。 

例えば、77 K における液体窒素の密度は 808 kg / m3

であり、これを 77 K から 66 K の間で温度変化させると、体

積は 7％ 程度増減する。システム内における液体窒素の

温度変動によるこの体積変化の影響をリザーバータンクに

より吸収する仕組みとなっている。 

冷却システム内を循環させている LN2 は、加圧すること

で沸点を上げ、サブクール状態で使用している。このため、

リザーバータンクには圧力制御機構を含めた設計となって* 株式会社ジェック東理社 
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いる。LN2 循環冷却システムの中枢部の実例として、回線

1 における端末部分の建屋 1 内に設けたリザーバータンク

とその周囲を写真 1 に示す。 

 

 

写真 1 回線 1 の LN2 循環冷却システム中枢部 

 

4. 超電導ケーブル用断熱二重管 

1000 mという長尺のHTSケーブルを冷却する断熱管は、

侵入熱、圧力損失ともに小さいことが期待される。ケーブ

ル冷却用配管には、2009 年、中部大学超伝導・持続可能

エネルギー研究センター殿に納入された 200 ｍ 超電導

ケーブル冷却システムの断熱二重配管の実績から、コスト

評価、配管への熱侵入量バランス等が討議された。 

これより、従来、低温配管断熱に用いられるコルゲート

配管方式ではなく、屋外による錆び対策を含めたＰＬＰポリ

エチレン被覆鋼管を採用することで電気的なインダクタン

ス等を大きくし、超電導ケーブルからの漏れ磁場の遮蔽効

果を考慮の上、鋼管設計による断熱二重管方式を採用す

ることが決定された。 

また、技術組合より要求のあった仕様の設計概要は以

下の 4 項である１)。 

 

(1) HTS ケーブルを LN2 浸漬状態で冷却する「ケーブル

配管」、ケーブルを冷却した LN2をリザーバータンクへと送

り返す「リターン管」の 2 本を内管として持つ構造の断熱二

重管である事 (図 2 参照)。 

(2) 断熱二重管は、①アルミシールド無し (図 2 左側参

照)、断熱効果を高めるための ②アルミシールドありの 2

種類を用意する事 (図 2 右側参照)。 

(3) 詳細構造および多層断熱材 (スーパーインシュレー

ション) の施工方法最適化のため、中部大学にて事前検

証試験を実施する事。 

(4) リターン管は 50 Aのステンレス管を用いる事。また、ケ

ーブル配管は 65 A のステンレス管、2 本は FRP 材製のサ

ポートで固定する事。外管(鋼管) は 250A (アルミシールド

付きは300 A)。約12 mを1ユニットとして工場にて製作し、

各ユニットを現地で溶接により連結・敷設を行う事。 

 

さらに、直管内部配管、90°曲げ配管の構造設計では、

ケーブル張力、熱収縮応力に耐えられるサポート支持強

度確認試験が要求された。このため、ダミー配管を製作の

上、技術組合側での強度試験の応力解析の結果を反映

した設計製作を行った。 

この配管構造の採用により、送電路の熱損失を低減し、

当初の目標であった 1.5 W/m 以下、従来の熱損失の約

1/2 を達成した。また、液体窒素循環の熱損失については、

従来の 1/4 を達成した。 

図 2 直管断熱二重管方式を採用した 

敷設配管の構造と基本仕様 

 

5. まとめ 

2015 年 8 月 6 日、技術組合より超電導ケーブル 500m 

の直流超電導送電試験の世界最長規模の実証試験成功

の発表がなされた。今後、500 m での成果を踏まえて、超

電導ケーブル 1000 m での実証試験で長距離化に向けた

検証冷却試験が １１月から 3 月にかけて行われる予定で

ある。 

実証試験開始まで到達するに至り、これまでには、技術

組合殿はじめ、関係の皆様方のご指導とご支援を戴きな

がら、この大型プロジェクトに参画させて頂けていることに、

改めて、感謝の意を申し上げる次第である。 
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